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2021自治労県職労基本要求回答交渉
保健医療局をはじめコロナ対応による過労死水準の時間外勤務の解消を！

業務実態に応じた会計年度職員の格付け改善を！仕事を面白くできる人材育成制度の確立を
　自治労県職労は11月26日、2021年度基本要求の回答交渉・職場代表者交渉を行いました。

＜職場代表からの発言＞

〇税務職場

・会計年度任用職員の処遇改善について、座席表と事務分担を持参した。県税の場合、補助的、定型的業務ばかりやっているわけではない。Ａ県税で正規職員が行っている業務をＢ県税では会計年度職員がこなしているケースもある。現在配置されている人員の一割が非正規だ。
・基幹業務を行っており、処遇面での同一労働同一賃金は当然だ。職場実態を踏まえ考えてほしい。

・人材育成について、異動が原則3年から4年になったことは一定の前進だが、以前に比べ新採用は確実に税務外に移動しており、ベテランが育っていない状況。実際にＣ県税のある班は、業務経験が初めての者ばかり。税務全般でも不動産取得税の課長は、再任用課長が４から7名に増えた。組織活性化やモチベーションの観点でどうなのか。専門人材を育成できる制度に早急に改めてほしい。限られた人員の中、過重労働防止のため真剣に取り組んでほしい。

〇本庁職場

・感染拡大が見込まれる中、ＧＬや一般職員の応援が求められており、これからも増えることが予想される。コロナ対策は最優先だが、業務の見直しを進める中で、地道に行っている仕事が軽んぜられる傾向がないか懸念している。県民にとって必要な仕事は残す観点も必要。コロナ応援で送り出す所属の定数が削減されないか懸念している。

・会計年度任用職員制度の導入に当たって、職員を雇用するための予算が必要となったにもかかわらず、人事課からかなり予算が切り込まれた。予算の枠ありきでスタートしたのではないかとの疑念がある。本来業務に必要な予算はきちんと確保すべきだ。

〇会計年度任用職員

・自分は定年退職したが、人がいないため4月から会計年度任用職員として勤務した。実際に経験してみると、事務分担は現役と変わらず、勤務時間は4分の3だが、業務は常勤と同じものを、どう割り振るのかというのが実態だ。新人教育も分担外にもかかわらず依頼された。全ての業務が定型的・補助的で括ることはできないと感じる。
・健康診断項目も一層の充実が必要だ。

・コロナ禍で仕事を失った方を県でも雇用したが、来年度の雇用について多くの方が不安を持っている。本人の希望があれば優先的に配置してほしい。

〇労政職場
・先輩職員が抜けた結果、人材が育っていかない。5年でようやく仕事がこなせるようになり、一人前になるには10年かかる。所属の努力だけでは限界があるため、育成の仕組みを全庁的に確立してほしい。

・来年度の必要業務を考える際は、県民のニーズを優先的にしてほしい。労働センターでは、今年度コロナ関係で労働講座を中止したが、実際には解雇・雇止めされて相談件数も多かった。厚労省も雇用助成金をフルに活用してほしいということで拡大した経緯があり、事業に期待している方は非常に多い。

〇職業訓練職場

・コロナ対応で現場の負担が増加している。イベントを縮小するのは仕方ないが、どうやって募集を増やすかが課題となっている。動画やHPの活用も考えているが、職員の努力では限界がある。

・一時は通勤混雑が緩和していたが、最近は以前の状態に戻っており、懸念している職員は多い。授業時間が決まっているため、拡大時差出勤を活用することができず、ストレスを感じている職員がいる。

・施設の各所に手指消毒アルコールを設置したり、学生の協力を得ながら毎朝の教室の換気などを行うなど、以前にはない負担が増えている。消毒用の塩素系薄め液などは材料費からねん出している状況。拡大時差出勤は実際には取りづらい

〇ノーマライゼーション

・障害のある職員の人事異動の場合でも、通常は内示は一週間前である。自分は強度の弱視のため、異動の際にはボランティアに新たな職場への行き方を教わるのだが、一週間で覚えるのは難しい。障害種別等により必要な準備期間は様々だと思うが、健常者と同様というのは困難で、結果として職場に溶け込めなくなる事例がある。障害のある場合には、所属や自身の準備を考慮し十分な期間を設けるべきだ。

・車いす利用の職員のための通路幅の確保など、ハード面の整備は当然のことだが、人給や文書システムなどでも視覚障害者向けの対応が全くされておらず、その修正に一年以上もの時間がかかった上、現在も操作しづらい状況だ。またモバイルをリモート使用する際、マトリックス認証が音声対応していないため、業務をはじめることすらできなかった。視覚障害者の使用を前提にしていないのではないか。少なくともかつては、システムの導入にあたって、不十分ながら事前に当事者に相談があった。
〇健康医療局
・保健福祉事務所は、コロナ以前から専門的知見のある職員が減らされてきた。早急に体制強化すべきだ。
・コロナ対応で健康医療局は危機に瀕している。早めに対応しないと、この冬は乗り切れない。
・不急業務の休止はいいが、また厳しい予算査定が復活しているのではないか。削減できない事業や逆にコロナ対策で今まで以上にお金がかかる場合もある。職員は限られた人員・予算の中で苦労している。「ユーチューバーに何百万円」などと聞くと職員のモチベーションは下がる。

〇執行部

・再任用職員が主たる業務を一手に引き受けている。そういう状況を見て、退職後に県に残らず他の自治体市で働くという事例が多くみられる。それでいいのか。

・過重労働は極めて危険な状況。過労死水準の長時間労働は早急に是正しなければならない。具体的な取り組みと努力を聞かせてほしい。コロナ対応で応援職員を出している所属は絶対的な人員不足。どこから人員を生み出すのか、どれだけ事業の廃止ができているのか明確にしてほしい。

・人材育成制度は抜本的に見直さないといけない。事務職でも10年いないと一人前にならないところもある。最近は誰に聞いても仕事が面白くないという。「大変でも面白い」職場を作れる人材育成制度を確立しないと神奈川県に将来はない。
・障害者雇用について、組合も含めどういう制度が必要なのか議論を深める必要がある。障害者ごとの環境整備が必要。
＜労務担当局長回答＞

・コロナ禍における人員体制について、8月1日に本部室を設置し組織化した。また、不要不急の事業の休止について通知も発出した。これまでも事業見直しは行ってきたが、今後は業務プロセスの見直しにも力を入れるよう、行政管理課から通知を出した。

・職員の感染症対策について、8月から拡大時差出勤の繰り下げ措置を常態化し、テレワーク対象も全職員とした。全所属で換気や消毒に努めるよう通知し、本庁舎では出入口にアルコール消毒液を設置、ドアノブ等の消毒も徹底している。各所属の消毒はそれぞれの予算内での対応をお願いしている。

・過重労働対策で、特に時間外勤務が多い所属にに重点的に人員配置するよう努めている。100時間超の時間外勤務については、コロナ対応ということで解消されていないのは事実だ。改めて時間外勤務の上限規制の趣旨について徹底し、実態の把握に努める。
・コロナで一部の所属等に長時間労働が発生している点について、情報共有を図るとともに幹部間で業務見直しを徹底することを確認。局ごとの時間外勤務の状況は随時ポータルで通知している。今後の課題については任命権者で話し合っていきたい。保健福祉事務所の保健師の過重負担については、他所属からの応援や市からの派遣等で軽減に努めている。

・メンタルヘルス対策については、要領に基づき産業医が該当職員と面接し助言指導を実施している。また出先の場合、医師と保健師が出向くほか、スカイプの活用等で健康維持に努める。

・保健福祉事務所の再編統合は、地域対応業務の増大を踏まえ、効果的な事務執行体制を整備するため実施したものであり、再編後も保健師など必要な人員は配置している。今後も経験者採用等を活用し、必要な人員は配置していく。

・人材育成については、キャリアセンター型制度で計画を策定しており、様々な研修等を実施し質の向上を図っている。今年度も制度見直しを行い、採用5年目以降の分野選択を可能にした。

・ベテラン職員の知識継承の重要性は理解している。制度拡充も含め検討していきたい。

・民間等の職務経験者の昇任昇格について、一定の経験を有する者についてはこれまでも考慮している。

・休養室・休憩室の衛生面は、産業医巡視等により確保に努めている。

・会計年度任用職員の名簿方式の導入は、現在の運用より採用事務の負担が増す可能性があるが、意見を踏まえ検討する。

・行政補助員の業務内容が、補助的・定型的業務を超えた業務を担っているという認識はないが、本日いただいた意見を踏まえ確認する。

・ノーマライゼーションについては、情報バリアフリーガイドラインを踏まえアクセシビリティの向上に努めており、結果も公表している。また苦情があった場合、該当所属を適宜指導している。モバイルは画面は小さいが、解像度は高くなっており問題はないと承知している。障害者の視点から配慮すべき点については関係課で整理している。またシステム開発における障害当事者の視点については、意見を踏まえ対応したい。

・障害者雇用に当たっては、計画に基づきアンケート実施するとともに、当事者の視点に立って取り組みに反映する。人事異動の意見は今後反映させたい。
＜鈴木委員長＞
・職場代表による現場の声を重く受け止めてほしい。
・人材育成は、課題に対する具体性が欠けている。
・行政補助員採用の名簿方式は、採用する側ではなく、採用される行政補助員の立場で考えてもらいたい。
自治労県職労は定期的に


なんでも相談会を実施


○場所：本庁舎地下組合事務所


○日時：毎週水曜日18時～20時


※予約の必要はありません。











